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「地方自治体における情報システム（児童扶養手当）の標準化等に向けた調査研究」  
有識者検討会  開催要綱  

 
第１  目的  

 
自治体の情報システムは、これまで各自治体が独自に構築・発展させてきた結果、その発注・維持管理

や制度改正対応などについて各自治体が個別に対応しており、人的 ・財政的負担が生じている。特に人
口規模が一定以上の自治体については、同一事業者のシステムを利用する自治体間でもシステムの内容
が異なることから、LGWAN 等の共通プラットフォーム上のサービスを利用する方式への移行の妨げとなってい
る。さらに、自治体ごとに様式・帳票が異なることが、それを作成・利用する住民・自治体等の負担に繋がっ
ている。  
また、中長期的な人口構造の変化に対応した自治体行政に変革していくためにも、自治体の情報シス

テムに係る重複投資をなくして標準化・共同化を推進し、自治体行政のデジタル化に向けた基盤を整備し
ていく必要がある。  
こうした状況を踏まえ、自治体行政のデジタル化に向け、自治体の情報システムや様式・帳票の標準化

等について、自治体、事業者及び国が協力して具体的な検討を行う。  
 
 
第 2 検討会  
 
自治体システム等標準化検討会として、児童扶養手当システム標準化検討会を開催する  
 
 

第 3 児童扶養手当システム標準化検討会  
 
1 .  構成  

児童扶養手当システム標準化検討会は別紙の構成員をもって構成する  
 
2 .  座長  

座長は会務を統括する。  
 
3 .  議事  

①  児童扶養手当システム標準化検討会の会議は、座長が招集する。  
②  座長は、必要があると認めるときは、構成員以外の者に児童扶養手当システム標準化検討会

への出席を求め、その意見を聞くことができる。  
③  座長は、構成員以外の者が児童扶養手当システム標準化検討会を傍聴することを認めること



ができる。  
 
4 .  自治体分科会  

①  座長は、必要に応じ、児童扶養手当システム標準化検討会に自治体分科会を開催すること
ができる。  

②  自治体分科会の構成員は、児童扶養手当システム標準化検討会の構成員である自治体職
員、ベンダー社員、関係機関の職員等からの推薦を受け、座長が決定する。  

 
5 .  ベンダー分科会  

①  座長は、必要に応じ、児童扶養手当システム標準化検討会にベンダー分科会を開催することが
できる。  

②  ベンダー分科会の構成員は、児童扶養手当システム標準化検討会の構成員である自治体職
員、ベンダー社員、関係機関の職員等からの推薦を受け、座長が決定する。  

 
６  その他  

①  児童扶養手当システム標準化検討会、自治体分科会及びベンダー分科会の庶務は、デロイト
トーマツコンサルティング合同会社が事務局として処理する。  

②  この要綱に定めるもののほか、児童扶養手当システム標準化検討会、自治体分科会及びベン
ダー分科会の運営その他必要な事項は座長が定める。  

 
  



 
 

（別  紙  １）  
児童扶養手当業務標準化検討会  名簿  

 
【構成員】   

 

（座長）  生田  正幸  関西学院大学  人間福祉学部教授  

  近藤  誠   日本電気株式会社  

柿沼  祐司  富士通 Japan株式会社  

中垣  伸哉  株式会社アイネス  

川畑  幸徳  株式会社日立システムズ  

細越  亜起子  青森県健康福祉部こどもみらい課  課長代理  

北川  直子  川崎市こども未来局こども支援部こども家庭課  課長  

井上  美歩路  東大阪市市民生活部国民年金課  課長  

金川  年宏  加古川市家庭支援課  副課長  

山本  雅也  長野市こども未来部子育て支援課  課長補佐  

【オブザーバー】   

羽田  翔     総務省自治行政局デジタル基盤推進室  理事官  

伊藤  豪一    デジタル庁プロジェクトマネージャー  

前田  みゆき   デジタル庁プロジェクトマネージャー  

池端  桃子    デジタル庁プロジェクトマネージャー  

丸尾  豊     デジタル庁統括官付参事官付参事官補佐  

清水  康充    デジタル庁統括官付参事官付参事官補佐  

吉積  亮     デジタル庁統括官付参事官付  

小林  克志     厚生労働省デジタル統括アドバイザ  

中野  孝浩    厚生労働省子ども家庭局家庭福祉課長  

 

【事務局】   

       デロイトトーマツコンサルティング合同会社  

 
  



 

児童扶養手当業務標準化  自治体分科会  名簿  
 

【構成員】   

 

  生田  正幸  関西学院大学  人間福祉学部教授  

石岡  幸生  青森県健康福祉部こどもみらい課  主幹  

遠藤  厚志   川崎市こども未来局総務部企画課  担当係長  

池田  国大  川崎市こども未来局こども支援部こども家庭課  

岡田  正聡  東大阪市市民生活部国民年金課  主査  

水谷  雅弘  東大阪市市民生活部国民年金課  主任  

佐野  友亮  加古川市家庭支援課  児童扶養手当担当  

坂爪  武   長野市こども未来部子育て支援課  係長  

【オブザーバー】   

羽田  翔     総務省自治行政局デジタル基盤推進室  理事官  

伊藤  豪一    デジタル庁プロジェクトマネージャー  

前田  みゆき   デジタル庁プロジェクトマネージャー  

池端  桃子    デジタル庁プロジェクトマネージャー  

丸尾  豊     デジタル庁統括官付参事官付参事官補佐  

清水  康充    デジタル庁統括官付参事官付参事官補佐  

吉積  亮     デジタル庁統括官付参事官付  

笹田  法明     厚生労働省子ども家庭局家庭福祉課  

         母子家庭等自立支援室長補佐  

 

【事務局】   

       デロイトトーマツコンサルティング合同会社  
 

（以上敬称略）    

  



 

児童扶養手当業務標準化  ベンダ分科会  名簿  
 

【構成員】   

 

生田  正幸  関西学院大学  人間福祉学部教授  

  近藤  誠   日本電気株式会社  

柿沼  祐司  富士通 Japan株式会社  

中垣  伸哉  株式会社アイネス  

川畑  幸徳  株式会社日立システムズ  

 

【オブザーバー】   

羽田  翔     総務省自治行政局デジタル基盤推進室  理事官  

伊藤  豪一    デジタル庁プロジェクトマネージャー  

前田  みゆき   デジタル庁プロジェクトマネージャー  

池端  桃子    デジタル庁プロジェクトマネージャー  

丸尾  豊     デジタル庁統括官付参事官付参事官補佐  

清水  康充    デジタル庁統括官付参事官付参事官補佐  

吉積  亮     デジタル庁統括官付参事官付  

笹田  法明     厚生労働省子ども家庭局家庭福祉課  

         母子家庭等自立支援室長補佐  

 

【事務局】   

       デロイトトーマツコンサルティング合同会社  
 

（以上敬称略）    

 


